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第１ 平成１７年度官庁営繕関係予算概算要求の概要

１．要求の基本的考え方

官庁施設の整備にあたっては、地球環境問題への対応や災害に対する安

全の確保、まちづくりへの寄与、少子・高齢化対策等に配意しつつ、適正

な質と長期的な耐用性を有する施設の整備を計画的に推進することが重要

である。

また、今後、築後３０年を超える施設が増大し、施設の急激な老朽化が

見込まれていることなどから、既存ストックの有効活用への対応が緊要と

なっている。

このため、平成１７年度の予算要求においては、「経済財政運営と構造

改革に関する基本方針２００４」に示された「重点４分野」を踏まえ、地

震防災対策、地球温暖化対策、まちづくりへの寄与及びバリアフリー化等

の施策に重点をおいて計画的な施設整備を推進する。

また、喫緊の課題である既存ストックの有効活用に向けた取組みについ

て、保全の適正化を含むストックマネジメント施策を積極的に推進してい

くとともに、総合的なコスト縮減や事業評価の充実、成果重視の事業展開

など、営繕事業の合理化、効率化等を推進する。

一体的実施

保全・評価・整備の
一体化

ストックマネジメント施策の展開

・ストック耐用年数の延伸（長寿命化）
　　財産価値の保全、施設性能水準の確保
・ライフサイクルコストの縮減
　　コスト縮減、地球環境保全

・高度成長期の建築ストックの
　比率の増大
　　　→施設整備需要の増大

老朽化施設の増大既存ストックの有効
活用の要請

・骨太方針等→ストック活用
・官公法等改正→点検義務

保全の適正な実施

•総合的な施設評価
•保全業務の支援・指導の強化

修繕等の適切な実施
•不具合初期での効果的な修繕
•長期的な視点での修繕

国民の共有財産の有効活用

　　　ストックマネジメント施策への取組
（官庁営繕のストック重視型施策の推進）

一体的実施

保全・評価・整備の
一体化

ストックマネジメント施策の展開

・ストック耐用年数の延伸（長寿命化）
　　財産価値の保全、施設性能水準の確保
・ライフサイクルコストの縮減
　　コスト縮減、地球環境保全

・高度成長期の建築ストックの
　比率の増大
　　　→施設整備需要の増大

老朽化施設の増大既存ストックの有効
活用の要請

・骨太方針等→ストック活用
・官公法等改正→点検義務

保全の適正な実施

•総合的な施設評価
•保全業務の支援・指導の強化

修繕等の適切な実施
•不具合初期での効果的な修繕
•長期的な視点での修繕

国民の共有財産の有効活用

　　　ストックマネジメント施策への取組
（官庁営繕のストック重視型施策の推進）
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２．概 算 要 求 総 括 表

（単位：百万円）

区 分 １７年度要求額 前年度予算額 倍 率
（Ａ） （Ｂ） (Ａ／Ｂ)

（ 一 般 会 計 ）

官 庁 営 繕 費 ２８，５２９ ２４，１９４ １．１８

・中央官庁庁舎 １０５ １０５ １．００

・合 同 庁 舎 １３，７８６ １２，９９９ １．０６

・一 般 庁 舎 ６８０ ７５８ ０．９０

・施設特別整備 １１，７２４ ８，４０４ １．４０

・附 帯 事 務 費 ２，２３４ １，９２８ １．１６

（特定国有財産整備特別会計）

特定国有財産整備費 ５３０ ２，０９８ ０．２５

計 ２９，０５９ ２６，２９２ １．１１

（ 一 般 会 計 ）

行 政 経 費 ２６４ ２３７ １．１１

合 計 ２９，３２３ ２６，５２９ １．１１

本表のほかに、ＮＴＴ事業償還金概算要求額7,434百万円がある。

（単位：百万円）《重点４分野への重点化 （官庁営繕費）》

区 分 １７年度要求額

重 点 ４ 分 野 合 計 ２４，３５５
（ 対 前 年 度 倍 率 ） （１．１８倍）

全体に占めるシェア ８５％
個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方 １４，１７７
公平で安心な高齢化社会・少子化対策 １，５５１
循環型社会の構築・地球環境問題への対応 ８，２０３
人間力の向上・発揮-教育・文化、科学技術、ＩＴ ４２４
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第２ 概算要求の主要事項

１．個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方

【安全・安心の確保に資する防災拠点施設等の整備の推進】

安全で安心できる生活の実現に資するため、官庁施設が防災拠点として

その機能を十分発揮できるよう、構造体のみならず設備等も含めた建築物

全体としての総合的な耐震安全性を確保した防災拠点施設の整備を推進す

る。

また、地震防災対策の強化が求められる中、耐震診断により耐震安全性

が確保されていないことが判明した既存施設について、計画的な耐震改修

を実施する。

《官庁営繕事業》
那覇第２地方合同庁舎 (新規) 新潟第２地方合同庁舎 （継続）[Ⅱ期]
横浜地方気象台 （ 〃 ) 高松地方合同庁舎 （ 〃 )

福岡第１地方合同庁舎 （ 〃 )［増築］
花咲港湾合同庁舎 （ 〃 )

防災拠点施設のイメージ】 【 耐震改修の事例 】【

耐震壁の増設耐震壁の増設耐震ブレースの増設耐震ブレースの増設 耐震壁の増設耐震壁の増設耐震ブレースの増設耐震ブレースの増設

 

災害対策本部機能を持つ 
防災センターの整備 

ライフライン途絶時の建
築設備機能の維持 

 

活動通路の確保  

活動拠点室等の耐震性能の確保 

事務室  

情報通信室  

防災センター 

防災無線  

高架水槽  

自自家家発発電電気気室室等等   

ヘリポート  

目標の高い耐震安全性を確保
する免震・制振技術の採用 
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【中央合同庁舎第７号館等のＰＦＩ方式による整備の推進】

都市再生プロジェクトに指定された中央合同庁舎第 号館及び九段第３7

合同庁舎の整備については、平成１５年度にＰＦＩ事業契約を締結し、本

年度中に工事着工することとしているが、平成１７年度においては、工事

施工にかかるサーベイランス（業績監視）等の実施により、ＰＦＩ方式に

よる官庁施設整備事業の適切な推進を図る。

《民間資金等活用官庁営繕事業》
○ ＰＦＩ事業実施にかかるサーベイランス(業績監視)等の実施

・工事施工にかかる業績監視、指導、調整

・協定等の義務履行状況及び財務状況の確認

【中央合同庁舎第７号館イメージパース 】（ＰＦＩ事業者提案）

＜中央合同庁舎第７号館＞
・事業地

千代田区霞が関３丁目
・事業期間

平成１５年度～平成３３年度
・入居官署

文部科学省、会計検査院、金融庁
・国の機関の床面積

約１９万㎡
・延床面積

約２５万㎡(民間権利床等を含む)
・容 積 率

約９５０％
・建物階数

官庁棟地上３３階 地下３階・
官民棟地上３８階 地下３階・

【九段第3合同庁舎イメージパース 】（ＰＦＩ事業者提案）

＜九段第３合同庁舎＞
・事業地

千代田区九段南１丁目
・ 事 業 期 間

平成１５年度～平成３２年度
・ 入 居 官 署

総務省関東総合通信局等６官署
・国の機関の床面積

約３万６千㎡
・延床面積

約６万㎡(千代田区役所を含む)
・建物階数

地上２３階 地下３階・
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【地域のまちづくりに寄与する官庁施設の整備の推進】

地域の特色や創意工夫を生かしつつ都市拠点の形成、良好な市街
地環境の形成を図るため、①官公庁施設と民間建築物等が連携した
シビックコア地区における中核施設となる官庁施設、②中心市街地
の活性化等に資する官庁施設、③地域の歴史・文化を育み観光振興
に資する官庁施設など、地域のまちづくりに寄与する官庁施設の整
備を推進する。

《官庁営繕事業》

旭川地方合同庁舎 （新規） 下館地方合同庁舎 （継続)[Ⅱ期]

浜松地方合同庁舎 （ 〃 ） 木津地方合同庁舎 （ 〃 )
那覇第２地方合同庁舎 ( 〃 ） 高松地方合同庁舎 ( 〃 )[Ⅱ期]
横浜地方気象台 ( 〃 ） 福岡第１地方合同庁舎 （ 〃 )［増築］

【歴史・文化を育む官庁施設の整備】

中央合同庁舎第6号館赤レンガ棟 横浜税関本関中央合同庁舎第6号館赤レンガ棟 横浜税関本関

シンボルタワーシンボルタワー

旅客ターミナルビル旅客ターミナルビル

民間施設民間施設

JR高松駅JR高松駅

高松地方合同庁舎高松地方合同庁舎

シンボルタワーシンボルタワー

旅客ターミナルビル旅客ターミナルビル

民間施設民間施設

JR高松駅JR高松駅

高松地方合同庁舎高松地方合同庁舎

【シビックコア地区における官庁施設の整備】
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２．公平で安心な高齢化社会・少子化対策

【官庁施設のバリアフリー化の推進】

高齢者、障害者等すべての人が円滑かつ快適に施設を利用できる
ようユニバーサルデザインの考え方を踏まえ、窓口業務を行う事務
室の出入口の自動ドア化、多機能トイレの設置等による高度なバリ
アフリー化を目指した官庁施設の整備を推進する。

また、既存官庁施設のバリアフリー化を推進するため、窓口業務
を行う官署が入居する庁舎へのエレベーター、自動扉、スロープ等
の計画的な設置を行う。

《官庁営繕事業》

旭川地方合同庁舎 （新規） 新潟第２地方合同庁舎 （継続)[Ⅱ期]
浜松地方合同庁舎 （ 〃 ） 高松地方合同庁舎 （ 〃 )

那覇第２地方合同庁舎 （ 〃 ） 成田空港地方合同庁舎 （ 〃 )[Ⅱ期] [増築］
下館地方合同庁舎 （継続） 福岡第１地方合同庁舎 （ 〃 )[増築］
木津地方合同庁舎 （ 〃 ） 花咲港湾合同庁舎 （ 〃 )

高度なバリアフリー化のイメージ】【

既存低層庁舎への

エレベーターの設置

 

低層庁舎へＥＶ設置低層庁舎へＥＶ設置

多機能トイレ多機能トイレ

窓口事務室の出入口にも自動扉を設置窓口事務室の出入口にも自動扉を設置

車椅子用駐車場車椅子用駐車場 点字ブロック点字ブロック

幅の広い廊下幅の広い廊下

緩やかな階段緩やかな階段

玄関自動扉玄関自動扉

憩いの空間憩いの空間

低層庁舎へＥＶ設置低層庁舎へＥＶ設置

多機能トイレ多機能トイレ

窓口事務室の出入口にも自動扉を設置窓口事務室の出入口にも自動扉を設置

車椅子用駐車場車椅子用駐車場 点字ブロック点字ブロック

幅の広い廊下幅の広い廊下

緩やかな階段緩やかな階段

玄関自動扉玄関自動扉

憩いの空間憩いの空間
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３．循環型社会の構築・地球環境問題への対応

グリーン庁舎の整備等の推進】【

新「地球温暖化対策推進大綱」(平成 年 月)における住宅・建築物14 3
に係るエネルギー起源の二酸化炭素削減目標( 年までに 年比 ％2010 1990 2
減)を踏まえ、官庁施設について二酸化炭素排出量の削減を図るため、太
陽光発電、複層ガラス、設備機器の効率化等の環境負荷低減技術を活用し
たグリーン庁舎(環境配慮型官庁施設)の整備を推進する。

また、既存官庁施設について、グリーン診断結果に基づき、計画的なグ
リーン改修(環境に配慮した改修)を推進する。

なお、環境対策については、平成１６年７月に策定した「官庁施設にお
ける環境負荷低減プログラム」に基づき、グリーン診断・改修の推進等の
地球環境問題への対応をはじめとして、循環型社会の形成に資する環境に
優しい建築資材の活用、良好な生活環境の形成に貢献する有害化学物質対
策等、総合的なグリーン化施策を推進する。

《官庁営繕事業》

旭川地方合同庁舎 （新規） 新潟第２地方合同庁舎 （継続）[Ⅱ期]
浜松地方合同庁舎 （ 〃 ） 高松地方合同庁舎 （ 〃 ）
那覇第２地方合同庁舎 （ 〃 ） 成田空港地方合同庁舎 （ 〃 ）[Ⅱ期] [増築]
横浜地方気象台 （ 〃 ） 福岡第１地方合同庁舎 （ 〃 ）[増築]
下館地方合同庁舎 （継続） 花咲港湾合同庁舎 （ 〃 ）

（ ） （ ）木津地方合同庁舎 〃 東京税関新潟税関支署東港出張所 〃

グリーン庁舎イメージ図

太陽光の利用屋上緑化

25%点灯 50%点灯 70%点灯

750lx

照明制御

昼光

・ 雨水利用
・ 排水再利用　　　　　　　　など

水資源の有効活用

・昼間の明るさを利用して、照明エ
ネルギーの削減を図る。

・ 高性能ガラス
・ 複層ガラス
・ 外断熱　　　　　　　　　　　など

高断熱化

・ 変風量制御

・ 変流量制御　　　　　　など

搬送動力の削減

・ 高効率照明器具
・ 高効率変圧器
・ 高効率熱源　　　　　　など

・ 落葉樹による日射のカット

・ 自然換気
・ 庇による日射のカット
・ 透水性舗装

750lx 750lx750lx
・ エコマテリアル         など

自然の活用等

主要機器の高効率化
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４．人間力の向上・発揮ー教育・文化、科学技術、ＩＴ

ＩＴ国家の実現に資する官庁施設の整備の推進】【

世界最先端のＩＴ国家の実現に資するため、国際物流における行政手続
きのシングルウィンドウ化、２４時間フルオープン化を図り、迅速かつ適
正な通関システムの確保を目指したＩＴ化の導入等、行政のＩＴ化に対応
した官庁施設の整備を推進する。

《官庁営繕事業》
東京税関新潟税関支署東港出張所 （継続）

【輸出入・港湾関連手続きのシングルウィンドウ化】

 

通関手続 

システム 

乗員上陸許可 

手続システム 

港湾手続システム 

利用者 搬出 コンテナ 入港 

一度の申告で必要な情報を切り分けて関係省庁等に分配 
シングルウィンドウ化 

税関 

関 係 省 庁 

専用回線 or   インターネット 

システム導入に 
対応した庁舎整備 



- 10 -

第３ 事業の効率化・透明化等に向けた取組み

１．既存ストックの有効活用の推進

「骨太の方針」等において既存ストックの有効活用が求められる
中、国家機関の建築物は、今後、築後30年を超える施設が増大し、
施設の急激な老朽化が見込まれている。

官庁施設ストックの長期的耐用性の確保とライフサイクルコスト
の低減を図り、その有効活用を推進するためには、施設の維持管理

等を行う保全業務の適正化と施設機能の回復、改善を図る修繕等の
適切な実施が急務となっている。

国家機関の建築物の保全については、先般、「官公庁施設の建設
等に関する法律」（昭和２６年法律第１８１号）等の改正により、
建築物の点検義務が課されるなど、保全の適正化にかかる制度の充
実が図られたところである。

このため、官庁営繕部としては、建築物の点検に関する事項や保
全基準を定めた上で、保全業務の適正化と修繕等の施設整備の一体
的実施を図るストックマネジメント施策（官庁営繕のストック重視型

施策）への重点的な取り組みにより、既存官庁施設の有効活用を推
進する。

1,529万㎡【30％】

1,009万㎡【19%】

1,024万㎡【20%】

1,584万㎡【31%】

30年超

21年～30年

11年～20年

10年以下

　　　　　　約5,100万㎡
6,000

4,000

2,000

 0

【2003年3月末現在の財務省国有財産情報公開ｼｽﾃﾑﾃﾞｰﾀを基に算定】
＊上記ﾃﾞｰﾀから2004年4月に独立行政法人へ移行した施設等を除いた面積

２００４年

国家機関の建築物の経年別面積
延べ面積(万㎡）

老朽化施設の増加
〔10年後の30年超施設〕

 2,538万㎡【49%】
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２．コスト縮減への取組み

従来からの工事コストの縮減に加え、規格等の見直し、設計の総

点検、技術提案の積極的活用、将来の維持管理費の縮減等の取組み

により、総合的なコストの縮減をめざす「コスト構造改革」を推進

する。

３．事業評価の推進

官庁営繕事業の効率性、透明性の向上を図るため、「国土交通省

政策評価基本計画」に基づき、新規事業にかかる緊急性、計画の妥

当性及び費用対効果を指標とする「新規事業採択時評価」及び事業

完了後一定期間を経過している事業にかかる「事後評価」の一層の

推進を図る。

４．他事業と連携した成果重視の施策等の推進

社会資本整備重点計画を踏まえ、官庁施設のバリアフリー化、防

災拠点官庁施設の耐震対策及びグリーン庁舎（環境配慮型官庁施

設）の整備に関し、他事業と連携した成果重視の施策展開を推進す

るとともに、各省庁との連携による総合的なグリーン化施策や地方

公共団体等との連携によるまちづくり施策を推進する。

５．官庁営繕事務の統一化

各省庁における施設整備に関し、営繕業務の合理化・効率化の観

点から平成14年度末に技術基準類の統一化を図ったところである。

さらに、平成15年度末に「木造建築工事標準仕様書」の統一基準化

及び技術基準類の改訂を行ったところであり、引き続き技術基準類

の充実を図るとともに、定期的に改訂を行うなど官庁営繕事務の一

層の統一化を推進する。
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第４ 調査検討経費（行政経費）

１.官庁施設の保全業務適正化経費

既存官庁施設の安全性の確保と長寿命化、ライフサイクルコスト

の縮減等により、ストックの有効活用を推進するため、保全業務の

標準化や支援、的確な修繕需要の把握などの保全業務の適正化に向

けた諸施策を実施する。

２.民間資金等活用事業に必要な経費

ＰＦＩ手法により整備する中央合同庁舎第７号館及び九段第３合

同庁舎について、民間の資金やノウハウを活用した低廉・良質なサ

ービスの提供等を推進するため、ＰＦＩ事業の実施にあたって必要

なサーベイランス（業績監視）等を行う。

３.官庁施設のグリーン化の促進に資する事業手法の構築のための検討経費

建築物の省エネ改修手法であるESCO事業の利点を官庁施設整備に

取り入れるための課題等を整理・検討し、総合的な環境負荷の低減

に資する新たな施設整備手法の構築を検討する。

４.大規模リニューアルの導入検討経費

既存施設を再生・転用することにより、既存ストックを最大限

に活用し、事業コストの削減を図る大規模リニューアルの導入を

検討する。

５.官庁施設における防犯性能の向上に資する施設計画手法の構築のための検討経費

官庁施設整備において、防犯性能の向上に資する諸室の配置計

画や防犯システム等について整理・検討を行い、施設計画手法の

構築を検討する。
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第５ 主 要 事 業 箇 所 等

（単位：百万円）

１ ７ 年 度 １ ８ 年 度
区 分 全 体 計 画 構造・規模等

要 求 以 降

官 庁 営 繕 事 業

中央官衙地区整備費 － 105 －

（単位：百万円）

１ ７ 年 度 １ ８ 年 度
区 分 全 体 計 画 構造・規模等

要 求 以 降

官 庁 営 繕 事 業

（ 地 方 合 同 ）

※ 旭川地方合同(Ⅱ期) 3,295 940 2,355 SRC-6-1 10,990㎡
3,150国庫債務負担行為

※ 浜 松 地 方 合 同 5,495 1,200 4,289 S-11-2 19,464㎡
5,300国庫債務負担行為

※ 那覇第２地方合同(Ⅱ期) 5,191 1,200 3,991 SRC-12-1 16,199㎡
5,050国庫債務負担行為

下 館 地 方 合 同 1,401 500 647 RC-5-1 4,969㎡

１．中央官庁庁舎

２．合 同 庁 舎
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（単位：百万円）

１ ７ 年 度 １ ８ 年 度
区 分 全 体 計 画 構造・規模等

要 求 以 降

新潟第２地方合同 6,100 1,096 － SRC-7-1 17,071㎡

木 津 地 方 合 同 476 324 － RC-3 1,805㎡

高 松 地 方 合 同 11,436 4,000 4,130 S-13-2 31,175㎡

成田空港地方合同(増築) 2,248 1,144 － SRC-7-2 6,900㎡

福岡第１地方合同(増築) 6,024 3,200 524 SRC-10-1 17,943㎡

盛岡第２地方合同、柏原地方合同敷 地 調 査 － 6 －

計 － 13,610 － 13,500国庫債務負担行為

（ 港 湾 合 同 ）

花 咲 港 湾 合 同 257 176 － RC-2 818㎡

合 計 － 13,786 － 13,500国庫債務負担行為

（注)１．※印は平成１７年度新規着手事業である。

２．凡 例 … SRC-6-1：鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造・地上6階・地下1階建、S-11-2：鉄骨造・地上11階建・

地下2階建、RC-5-1：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造・地上5階建・地下1階建。
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（単位：百万円）

１ ７ 年 度 １ ８ 年 度
区 分 全 体 計 画 構造・規模等

要 求 以 降

１．官 庁 営 繕 事 業

※ 横浜地方気象台 673 270 401 RC-1-2 838㎡
660国庫債務負担行為

東京税関新潟税関支署 612 410 － S-2 2,114㎡
東港出張所

合 計 － 680 － 660国庫債務負担行為

２．特定施設整備事業

農林水産研修所生活 725 511 － RC-4 1,909㎡
技術研修館

（注)１．※印は平成１７年度新規着手事業である。

２．凡 例 … 前頁参照

（単位：百万円）

１７年度国庫 年 割 額
事 項 債務負担行為

限 度 額 １７年度 １８年度 １９年度

一 般 会 計

官 庁 営 繕

合 同 庁 舎 13,500 3,340 6,199 3,961
一 般 庁 舎 660 270 390 －
施設特別整備 10,445 2,637 4,717 3,091

合 計 24,605 6,247 11,306 7,052

３．一 般 庁 舎

４．国庫債務負担行為要求内訳


